
- 0 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年３月 
（平成２９年８月 一部改正） 
（平成３１年２月 一部改正） 
（令和 ３年３月 一部改正） 

 

那 須 町 

 

 

那須町 第２期 

 保育園運営適正化・整備計画 



 

- 1 - 

 

那須町第２期保育園運営適正化・整備計画 

 

目 次 

第１ 計画の策定にあたって  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

  １ 計画策定の趣旨  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

  ２ 計画の位置付け  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

  ３ 計画の期間  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

  

第２ 保育を取り巻く社会環境の変化とこれまでの取組状況  ・・・・・・ ３ 

  １ 保育を取り巻く社会環境の変化  ・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

  ２ これまでの取組状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

  

第３ 計画策定にあたっての課題と基本的な考え方  ・・・・・・・・・・ ８ 

  １ 課題の整理  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

  ２ 基本的な考え方  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

  

第４ 保育園の運営適正化方針  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

  

第５ 保育園の整備計画  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 

  １ 整備の方向性  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 

  ２ 施設整備のスケジュール  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 

  

  

  別紙１ 保育園運営状況に基づく指標及び課題、方向概要  ・・・・・ １６ 

  

  別紙２ 保育園運営適正化・整備計画  ・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

  

  別紙３ 保育園運営適正化・整備計画スケジュール  ・・・・・・・・ １８ 

  

  資料編（目次・資料１～資料７）  ・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

 



- 1 - 

 

第１ 計画の策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

  本町においては、保育ニーズの多様化に伴う保育サービスの充実、保育園の整備及

び効率的かつ効果的な運営など保育園運営の適正化等を図るため、平成２１年２月に

「保育園運営適正化等計画」を策定し、計画的に子育て環境の整備に努めるとともに、

保育サービスの拡充や施設の整備、適正配置等を推進してまいりました。 

  この計画は、平成２１年度から平成２８年度までの８年間を期間として、２箇所の保育

園を統廃合し、また町の子育て支援の基幹保育園となるべく黒田原第１保育園を新

築移転したところです。 さらには、多様な保育ニーズに対応すべく、土曜日の１日保

育を含め保育時間の延長や乳児保育定員を増やすなど一定の成果を上げております。 

  また、国においては平成２４年公布の子ども・子育て支援法を含む「子ども・子育

て関連３法」が、平成２７年４月より完全施行され、保育や幼児期の学校教育、地域の

子育て支援の量の拡充や質の向上を進めていく「子ども・子育て支援新制度」が本格

スタートしました。 これに合わせ、当町も地域のニーズを把握し様々な施設・事業

などの支援を計画的に進める「那須町子ども・子育て支援事業計画」を策定したとこ

ろで、保育を希望するすべての町民が必要な保育サービスを利用できるよう、施設の

整備や保育サービスの更なる拡充に努めていく必要があります。 

  このような保育を取り巻く社会環境の変化に、迅速かつ的確に対応するため、平成

２１年に策定した「保育園運営適正化等計画」を改訂し、平成２８年３月に平成２８年度

から平成３７年度（令和７年度）までの１０年間を計画期間とした「那須町第２期保育園

運営適正化・整備計画」を策定しました。 

 

２ 計画の位置付け 

  本計画は、町政全般に係る基本的な計画である「第７次那須町振興計画」に基づ

き、今後の町内における保育園整備の在り方をまとめたものです。 

 具体的には、「第７次那須町振興計画」を最上位計画とし、それと整合性を持たせ

策定された「那須町子ども・子育て支援事業計画」や「那須町地域福祉計画」を実

現していくために、主に今後の保育園整備の方向性を定めた計画となります。 
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【保育園の運営適正化・整備計画と各種計画との関連性】 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 計画の期間 

本計画は、平成２８年度から令和７年度までの１０年間を計画期間としており、この

期間のうち、平成２８年度から令和２年度までの５年間を前期計画とし、令和３年度か

ら令和７年度までの５年間を後期計画としています。なお、後期計画については前期

計画の実績等に基づき見直しを行うとともに、社会環境等の変化に応じて、適宜、見

直しを行います。 

【計画期間】 

平成 
２８年度 

平成 
２９年度 

平成 
３０年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

   

 

   

 

  

  

〔福祉部門に係る関連計画〕 

地域福祉計画 

母子保健計画 

障害者福祉計画 

高齢者福祉計画 等 

■関連計画 

整合 

那須町 

子ども·子育て支援事業計画 

 

■上位計画 
 

那須町振興計画 

整合 
子ども·子育て関連 3 法 
◎子ども・子育て支援法 
◎認定こども園法 
◎関連整備法 

次世代育成支援対策推進法 

■根拠法令 

◎教育・保育施設の充実 

◎地域子ども・子育て支援事業 

◎次世代育成支援対策事業 

 
那須町第２期 
保育園の運営適正化・整備計画 

・那須町立保育園民営化ガイドライン 

 

■本計画 
 

整合 

前期計画 後期計画（本計画） 
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第２ 保育を取り巻く社会環境の変化とこれまでの取組状況 

 

１ 保育を取り巻く社会環境の変化 

（1）人口の推移・推計 

  ① 那須町人口 

   平成２７年国勢調査に基づく本町の人口は、２４，９１９人であり、５年前の平成２２年

と比べると６．９０％（１，８４６人）減少している。更に、国立社会保障･人口問題研究

所の推計によると、令和２年以降も減少傾向が続き令和１２年には２０，４２１人（平成

２７年比１８．０５％減）になると予測されています。 

 【町の人口推移と将来推計】 
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：H7年～H27年実績…国勢調査、R2年～R12年推計…国立社会保障･人口問題研究所   

 

② 就学前（０～５歳）児童数 

    町の就学前児童数は、少子化の進行により減少傾向にあり、令和２年は７３９人で、

平成２７年と比較すると５年で１３５人減少しております。また、令和３年度以降も減少

傾向は続くと思われ、令和６年までの４年で１２２人の減少が予測されています。 

（各年 4 月 1 日現在）  

 H２７年 H２８年 H２９年 H３０年 R１年 R２年 R３年 R６年 

就学前児童数 ８７４人 ８６８人 ８６７人 ８３３人 ７９７人 ７３９人 ７０３人 ６１７人 

増 減 数 △８人 △６人 △１人 △３４人 △３６人 △５８人 △３６人 △８６人 
出典：H27年～R2年実績…住民生活課調べ、R3年･R6年推計…第 2期那須町子ども・子育て支援事業計画 

人口増加率（％） 
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（2）保育需要と保育サービス量 

   ① 保育園在園児童数 

   近年の保育園在園児童数の推移は、若干の増減はあるものの ５３０～５５０人程度

で推移しています。 少子化の影響により、前ページのとおり就学前児童数は平成

２７年から令和２年では１３５人減少しているものの、夫婦共働き世帯の増加や社会経

済状況の変化等により保育園の低年齢利用が増加しており、保育園在園児童数が

ほぼ一定数維持されてきたものと考えられます。 

【保育園別在園児童数】              （各年度１０月１日現在 単位：人・％） 

 定員数 H２７年度 H２８年度 H２９年度 H３０年度 R１年度 R2 年度 

黒田原第１保育園 １４０ １２８(９１.４) １３９(９９.３) １４３(１０２.１) １４１(１００.７) １４４(１０２.９) １３５(９６.４) 

黒田原第２保育園 ８０ ７３(９１.３) ７２(９０.０) ７０(８７.５) ７３(９１.３) ７６(９５.０) ７１(８８.８) 

芦 野 保 育 園 ５０ ３６(７２.０)      

伊王野保育園 ９０ ５０(５５.６) ７５(８３.３) ８３(９２.２) ８３(９２.２) ９０(１００.０) ８７(９６.７) 

那須高原保育園 ９０ ８８(９７.８) ７７(８５.６) ７６(８４.４) ６８(７５.６) ６９(７６.７) ６１(６７.８) 

千 振 保 育 園 ６０ ３５(５８.３) ３６(６０.０) ３８(６３.３) ４７(７８.３) ４７(７８.３) ４６(７６.７) 

大 同 保 育 園 ６０ ６４(１０６.７) ６３(１０５.０) ６９(１１５.０) ７１(１１８.３) ６３(１０５.０) ６３(１０５.０) 

高 久 保 育 園 ６０ ７５(１２５.０) ７０(１１６.７) ７２(１２０.０) ７１(１１８.３) ６０(１００.０) ６３(１０５.０) 

合 計 ６３０ ５４９(８７.１) ５３２(９１.７) ５５１(９５.０) ５５４(９５.５) ５４９(９４.７) ５２６(９０.７) 
  
※1 表中の（ ）書きの数値は入園率〔定員数に対する在園児童数の割合％〕 

※2 在園児童数には広域入所受託児童を含む。 

 ※3 芦野保育園は H２７年度末で廃園。H２８年度以降の定員数合計は５８０名。 

 

【年齢別在園児童数の推移】 
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② 保育の需要と提供体制 

   令和２年３月に策定した「第２期那須町子ども・子育て支援事業計画」において、

教育・保育の需要と均衡のとれた教育・保育の提供が行えるよう、認定区分ごとの

量の見込み（利用必要定員総数）と提供体制の確保の内容及び実施時期を設定いた

しました。 

     

【量の見込と確保の内容】                     人数（年間） 

 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

(1) １号認定（３歳以上、幼稚園・認定こども園を利用希望） 

 A 必要利用定員総数 ９８人 ９４人 ８５人 ８３人 ８１人 

 B 確保の内容〔施設〕 １５２人 １５２人 １５２人 １５２人 １５２人 

 過不足数（B－A） ５４人 ５８人 ６７人 ６９人 ７１人 

(2) ２号認定（３歳以上、保育所・認定こども園を利用希望） 

 A 必要利用定員総数 ３５２人 ３２７人 ２８２人 ２７３人 ２６６人 

 B 確保の内容〔施設〕 ３７６人 ３６９人 ３７６人 ３７６人 ３７６人 

 過不足数（B－A） ２４人 ４２人 ９４人 １０３人 １１０人 

(3) ３号認定（０歳、保育所・認定こども園を利用希望） 

 A 必要利用定員総数 ３０人 ３０人 ３１人 ３１人 ３２人 

 B 確保の内容〔施設〕 ２５人 ３１人 ３４人 ３４人 ３４人 

 過不足数（B－A） △５人 １人 ３人 ３人 ２人 

(4) ３号認定（１・２歳、保育所・認定こども園を利用希望） 

 A 必要利用定員総数 １９１人 １８５人 １８０人 １７７人 １７５人 

 B 確保の内容〔施設〕 ２１０人 ２０１人 ２０１人 ２０１人 ２０１人 

 過不足数（B－A） １９人 １６人 ２１人 ２４人 ２６人 

 出典：第２期那須町子ども・子育て支援事業計画 

 

２ これまでの取組状況 

   平成２０年度に策定した「保育園運営適正化等計画」に基づき、保育園の統廃合

や拠点（基幹）保育園の施設整備を行い、０歳児保育定員の拡大を図ったほか、土

曜日の１日保育実施園の拡大及び保育時間の延長等を行い保育サービスの拡充に

努めてきたところですが、小・中学校を対象とした「学校適正配置等計画」も同時

期に策定され、その計画の実施を優先する必要があったことから、保育園の適正配

置（１０保育園を平成２８年度まで５園に統廃合するとした内容）の進捗が遅れてい
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る状況にありました。 

   平成２８年度からは、第２期保育園運営適正化・整備計画（前期）に基づき、今後

一層多様化する保育ニーズに柔軟に対応し保育サービスの充実・向上を図るため、

那須高原保育園及び大同・高久保育園（統廃合）の２つの園に民間活力の導入を決

定するとともに、伊王野保育園において、保育室の増築やほふく乳児室の改修を行

い令和３年度からの乳児（０歳児）保育の実施に向けた準備を行ってきました。 

 

 （1）第２期保育園運営適正化・整備計画（前期）までの成果・進捗状況 

   ① 廃園 

計画内容（目標） 保育園名 成果・進捗状況 今後の課題 

入園率が低く今後も増加等
が見込めなく、施設の老朽化
が著しい保育園は廃園する。 

大谷保育園 H２３年１０月廃園 特になし 

那須保育園 H２３年１０月廃園 特になし 

芦野保育園 H２７年３月廃園 特になし 

 

   ② 統廃合の推進 

計画内容（目標） 保育園名 成果・進捗状況 今後の課題 

入園率が高く今後も定員並
みで推移すると見込まれる
保育園は、保育サービスの充
実や施設整備に併せ、入園率
が低く今後も増加等が見込
めない保育園と保育需要、配
置バランス、地域性等を考慮
し、計画的な統廃合等の推進
により適正な配置を図る。 

高原保育園 
那須保育園 

H２３年１０月統廃合 

（現：那須高原保育園） 

特になし 
（Ｒ３年４月民営化） 

芦野保育園 
伊王野保育園 

H２８年４月統廃合 
（現：伊王野保育園） 

既存施設の
老朽化 

大同保育園 
高久保育園 

統廃合・民営化 
Ｒ４年４月開園 

特になし 

千振保育園 
黒田原第２保育園 

未実施 
実施方法等の
検討が必要 

 

   ③ 民間活力の導入 

計画内容（目標） 保育園名 成果・進捗状況 今後の課題 

保育ニーズに柔軟に対応で
きるよう保育サービスの充
実を図るため、民間活力を導
入する。 

那須高原保育園 
民営化 
Ｒ３年４月開園 

特になし 

大同保育園 
高久保育園 

統廃合・民営化 
Ｒ４年４月開園 

特になし 
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 ④ 各保育園の定員数・保育園数 

計画内容（目標） (仮称)保育園名 成果・進捗状況 今後の課題 

各保育園の定員は、８０人
以上を基本に統廃合を
行い、保育園数を５園と
する。 

那須第１保育園 
那須第２保育園 
那須第３保育園 
那須第４保育園 
那須第５保育園 

Ｒ３年３月現在の
保育園数は７園で
目標には至らず。 

少子化に伴う
園児数の減少
による定員の
見直しや適正
配置 

 

 ⑤ 保育サービスの充実・施設整備 

計画内容（目標） 保育園名 成果・進捗状況 今後の課題 

５園については、移転等
も視野に入れて保育サ
ービスの充実、施設整備
等を推進する。 

黒田原第１保育園 

黒田原第２保育園 

伊 王 野 保 育 園 

那須高原保育園 

千 振 保 育 園 

大 同 保 育 園 

高 久 保 育 園 

 

・乳児保育… 
３園で実施 
（Ｒ３年４月
から４園） 

・延長保育… 
４園で実施 

・土曜日一日保育… 
全園で実施 

・一時保育… 
未実施 

・病後児保育…      
菅間記念病院の
病児病後児を利
用・実施 

少子化に対応
した施設整備
と保育サービ
スの充実 

 

 ⑥ 保育士の活用 

計画内容（目標） 保育園名 成果・進捗状況 今後の課題 

保育士（職員）の集中活
用を図る。 

全保育園(７園) 
適正配置 (統廃
合)が未済のため
不十分 

Ｒ４年４月か
ら公立園が４
園になるため
集中活用が見
込める 
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第３ 計画策定にあたっての課題と基本的な考え方 

 

１ 課題の整理 

  これまでの本町の取り組みや「子ども・子育て支援新制度」のスタート及び保育を

取り巻く社会環境の変化を踏まえ、課題を整理しました。 

（1）保育需要 

当町では、４ページの「就学前（０～５歳）児童数」及び５ページの「保育園在園児

童数」にあるように、就学前児童数は年々減少しているものの、核家族や共働き家

庭の増加とともに平成２７年度より開始された「子ども・子育て支援新制度」や令

和元年１０月からの「幼児教育・保育の無償化」の開始等により、低年齢利用が増

加しており、保育園在園児童数がほぼ一定数維持されており、保育需要は依然とし

て高い状況にあります。 

（2）少子化の進行 

   当町では、３ページの「就学前（０～５歳）児童数」にあるように、平成２７年に比べ、

令和２年では１３５人（△１５．４%）減少し、令和６年にはさらに１２２人（△１６．５%）減少

する推計（第２期那須町子ども・子育て支援事業計画）となっております。 

さらに、新型コロナウィルスの感染拡大の影響により少子化の更なる進行が懸

念される状況にあります。 

   将来の町の人口、特に年少人口の減少を的確に推測し、少子化の進行と保育需要

の動向を見据えた対応が必要です。 

（3）保育サービス 

   少子化や核家族化が進行している中、ライフスタイルや就労形態の変化により

保育ニーズが多様化しています。 

   平成２７年度より「子ども・子育て支援新制度」が開始され、保育標準時間（最大

１１時間まで預かることができる。）と保育短時間（６時間まで預かることができる。）

が設けられ、保護者の就労時間に合わせて保育園を利用できるようになりました。 

   現在、当町の保育サービスは、障害児保育及び土曜日一日保育はすべての保育園

で行っていますが、乳児保育、延長保育は一部の園が未実施となっています。 

   今後は、更に多様化する保育ニーズに対応するため、限られた人材と財源を効率

的に集中活用し、保育サービスの充実と質の向上を図っていく必要があります。 

（4）施設整備 

   町の保育園は、第１期の「那須町保育園運営適正化等計画」に基づき統廃合によ

り３園を閉園したことで、平成２８年４月より現在の７園となりました。 
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統廃合先の園の施設改修や１園を新築移転したことなど、一部保育園の施設整備

は実施したものの、建築後２５年以上経過している保育園が７園のうち５園あります。 

中でも、３９年から４８年経過（令和２年４月現在）している保育園が３園あり、今

後も一層老朽化が進んでいくものと見込まれます。 現状のままでは、子どもたち

の安全性の確保や多様な保育ニーズへの対応が、今後一層難しくなっていくと考

えられますので、早急な施設整備による子どもたちの更なる安全性の確保等が求

められています。 

（5）運営費・施設整備費 

   平成１６年に公立保育所運営費負担金の一般財源化がなされ、また、施設整備費

が補助対象外になったことから、財源の確保やより一層の効率的な運営が求めら

れています。 

   施設整備にあたっては、民間事業者が行う場合は国庫補助対象になることから、

多様な保育サービスに柔軟な対応が可能な民間事業者のメリットを含め、民間活

力を導入する必要があります。 

（6）保育士等の確保 

   国の基準により年齢に応じて担当する児童数が定められていることから、基準

保育士定数を満たすよう保育士を確保する必要があります。 

   しかし、近年は全国的に保育士不足が深刻になっていることから、国では特例措

置や配置基準の見直しを検討しており、その動向も踏まえ、保育士等について計画

的に採用する必要があります。 

 

２ 基本的な考え方 

  課題を踏まえ、運営適正化・整備方針策定にあたっての基本的な考え方を示します。 

（1）保育園の役割 

   当町では、約７割の子どもが認可保育所を利用していることから、保育所本来の

機能に加え、地域全体の子育て支援の拠点施設と位置付け、子育て支援策を展開す

るとともに子育てに関する情報発信施設としての機能も担うこととします。 

（2）保育サービスの推進 

   現在、一部の保育園のみで行われている保育サービスを全園に拡大するほか、町

の基幹的保育園においては新たなサービスを開始するなど、必要とされる保育ニ

ーズに対応できるよう保育サービスの充実を図っていきます。 

  ① 乳児保育 …… 地域のニーズに基づき、計画期間内には適正配置後の全ての保

育園で実施します。（現在７園中、３園で実施） 
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  ② 延長保育 …… 地域のニーズに基づき、計画期間内には適正配置後の全ての保

育園で実施します。（現在７園中、４園で実施） 

  ③ 土曜日一日保育 … 現在全ての保育園で実施しており、今後も引き続き実施し

ていきます。 

  ④ 休日保育 …… 民間活力の導入等に合わせ、計画期間内に一部の保育園での実

施を目指します。（新規） 

  ⑤ 一時保育 …… 今後、一部保育園において計画的に実施します。（新規実施） 

  ⑥ 病後児保育 …… 菅間記念病院の病児・病後児保育を那須塩原市と共同で利

用・実施しております。 

  ⑦ 障害児保育 …… 現在全ての保育園で実施しており、今後も引き続き実施して

いきます。 

（3）老朽化している施設の整備 

   町には、建築後３５年を超える保育園が３園あり、年々老朽化が進んでいくととも

に、新たな保育サービスのためのスペースの確保が困難な状況にあります。 子ど

もたちの安全性の確保や多様な保育ニーズへの対応の観点から、建て替えを含めた

早急な施設整備が必要です。 

（4）保育園の適正配置（統廃合） 

   今後の年少人口減少と保育需要の見込みを的確に捉え、尚且つ多様化する保育

ニーズに合わせて保育サービスの拡充を図るとともに、保育園が地域全体の子育て

支援の拠点施設として機能を発揮できるようにしていく必要があります。 

保育園整備にあたっては、保護者の利便性や地域における配置バランスを考慮

しながら、今後も適正な配置（統廃合）を推進していきます。 

（5）民間活力の導入 

   公立保育所施設整備に関する国・県の補助金は一般財源化され、特定の財源を確

保できない厳しい環境になっていますが、他方、民間保育所整備においては、国等

の施設整備補助金を活用することができます。 

   また、運営面においても、民間保育所は、国・県・町からの補助金を財源とする

施設型給付費や委託料で賄うことができるため、財源的に有利であると言えます。 

   そのため、当町においても那須高原保育園は既存園を使用し令和３年４月から、

大同保育園と高久保育園を統廃合した保育園を令和４年４月から民営化するため、

開園に向けた準備を行っているところです。  
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第４ 保育園の運営適正化方針 

 

今後の保育園運営適正化については、少子化に伴う年少人口の減少、保育園児童数

の推移を的確につかみ、保育園定員数を設定する必要があります。 

さらには、多様化する保育ニーズや需要の変化等に柔軟かつ効率的・効果的に対応

が可能となるように、地域性、配置バランス等を考慮した保育園の適正配置及び保育

環境の整備を図っていくこととします。 
 

【「別紙１ 保育園運営状況に基づく指標及び課題、方向概要」を参照（16 ﾍﾟｰｼﾞ）】 

【「別紙２ 保育園運営適正化・整備計画」を参照（17 ﾍﾟｰｼﾞ）】 

 

（1）保育園全体の定員は、現在（令和２年４月）の５８０名から、本計画最終年度（令和

７年度）においては、約９３％の５４０名に設定しますが、出生数や園児数の状況に応

じてその都度、見直します。 

（2）各保育園の定員は、効率性の観点から ８０名以上を基本とし設定しますが、保育

園の適正配置における視点を考慮しながら、統廃合や保育園数、更に園児数の状況

に応じてその都度、見直します。 

（3）保育需要、配置バランス、地域性、施設状況等を考慮した保育園配置を推進しま

す。 

   第１期計画に基づき、現在、町立保育園が１０園から７園に集約化されたところで

すが、当計画においても、統廃合等により適正な配置を目指します。 

   当初、当計画後期計画中に、町内の保育園の数を５園にすることを目標としてい

たところですが、計画当初の予想よりも人口減少や少子化が進んでいることや、新

型コロナウィルスの感染拡大に伴い更なる少子化の影響が懸念され、今後の出生数

の推移を踏まえ、令和５年度中に決定いたします。 

№ 計画保育園名 計画定員 旧保育園名 備 考 

1 （仮称）那須第１保育園 １５０名 黒田原第１保育園 
新園舎へ移転済 
(平成 27年 4月～) 

2 （仮称）那須第２保育園 １００名 
黒田原第２保育園 
千振保育園 

今後、運営適正化

について検討 

3 （仮称）那須第３保育園  ９０名 伊王野保育園 
当面の間使用 
(令和 2年 3月増築) 

4 （仮称）那須第４保育園  ７０名 那須高原保育園 
園舎増改築済 
(平成 23 年 9 月) 

5 （仮称）那須第５保育園 １３０名 
大同保育園 
高久保育園 

統廃合 
令和 4 年 4 月開園予定 

計  ５４０名   
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（4）保育サービスについては、適正配置後に乳児保育を全園で実施するほか、（仮称）

那須第１保育園（現在の黒田原第１保育園）を町の基幹保育園と位置づけ、一時保

育などの新たなサービスの開始を目指し、保育サービスの充実を図っていきます。 

（5）より効果的・効率的な保育所運営を行ない、かつ多様な保育サービスを柔軟に提

供できる民間活力の導入を推進することとし、公立保育園３園を、別途「那須町立

保育園民営化ガイドライン」に基づき、統廃合民営化を進めています。 

（6）公立保育園を地域における子育て支援の拠点とし、子育てに関する情報発信の拠

点施設として充実を図ります。 

（7）利用者への説明と意見聴取 

   計画の推進にあたっては、児童や保護者への影響を考慮する必要があることか

ら、当該保育園の利用者（保護者）を主とする町民に対して説明会を開催し、十分

な意見聴取を図り、効率的・効果的な運営について協議・検討を行うものとします。 

（8）統廃合後における保育園の活用等 

   閉園後の園舎の利用については、老朽化の著しい園舎は、原則として取り壊すも

のとします。 それ以外のものについては、公共用施設等への転用を基本とするも

のの、地域住民のニーズ等を踏まえ、幅広い視点での有効活用を調査・研究してい

きます。 

   また、園舎の取り壊しがされた保育園敷地についても、地域のニーズを踏まえ、

地域の活性化に処せる有効的な使い道を調査・研究していくものとします。 
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第５ 保育園の整備計画 

 

１ 整備の方向性 

  町立保育園については、先に述べた「計画策定にあたっての課題と基本的な考え方」

や「保育園の運営適正化方針」に基づき、老朽化した保育園の建て替えや集約化（統

廃合）による整備を計画的に行っていきます。 

新たに整備する保育園は、那須町子ども・子育て支援事業計画で定めた今後の保育

の量の見込・提供体制の確保の内容に沿ったものにするとともに、栃木県児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準を定める条例に基づき、適正な定員規模の施設とし

ます。 

また、保育園が地域における子育て支援の拠点となるよう、子育てに関する情報発

信等の機能も発揮できる施設整備を進めていきます。 

 

（1）計画的な施設整備 

    建築経過年数が大きい保育園は、今後も施設の老朽化が進行することから、前

期計画期間である令和２年度を目標に、施設の整備を終了させるものとしてきま

した。 

    （仮称）那須第３保育園〔芦野保育園と伊王野保育園が平成２８年４月に統廃合〕

については、当面の間、現在の伊王野保育園舎を利用することとしており、今後

の保育サービスの拡充に向け令和２年度に保育室の増築を行いましましたが、既

存園舎は建築後３１年が経過し、今後さらに老朽化が進むことから、状況により既

存施設の改修や整備等の検討を行う必要があります。 

（2）保育園の適正配置（統廃合）における施設整備 

   現在の大同保育園と高久保育園の統廃合により新たに設置される（仮称）那須第

５保育園は、民間活力を活用し施設整備（建て替え）を行い、令和４年４月の開園を

目指し、工事が進められております。 

   また、現在の黒田原第２保育園と千振保育園（（仮称）那須第２保育園）におきま

しては、今後の出生数の推移を踏まえ、令和５年度中に保育園全体の定員及び配置

のバランスを考慮し運営適正化の方針を決定します。 

 

（3）民間活力の導入（民営化） 

    公立保育所は、これまで、公共性と公益性を保つ施設として、保育内容やその

質の確保、安定した運営、地域との連携などの役割を果たしてきました。 

    しかし、先に述べた「計画策定にあたっての課題と基本的な考え方（民間活力

の導入）」にあるように、財源確保の観点や保育サービスの拡大、また保育所選択
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範囲の拡大の観点から、公立保育所と民間保育所の役割を踏まえ、多様な保育サ

ービスを柔軟に提供できる民間活力の導入は、必要不可欠なものとなっています。 

    そのようなことから、（仮称）那須第４保育園（那須高原保育園）においては、

令和３年４月より民営化し、（仮称）那須第５保育園（大同・高久保育園の統廃合）

についても、令和４年４月より民営化することが決定しております。 

    また、今後の（仮称）那須第２保育園（黒田原第２保育園及び千振保育園）の運

営適正化についても、民間活力の導入について検討していきます。 

    

  【民間活力導入（民営化）する保育園】 

   ① 運営を民間に委ねる（民営化）もの 

    ・（仮称）那須第４保育園 …… 那須高原保育園の民営化（民間移譲） 

令和３年４月開園 

   ② 施設整備（建て替え）段階から民間活力を導入（民営化）するもの 

    ・（仮称）那須第５保育園 …… 大同保育園・高久保育園を統廃合 

令和４年４月開園 

  【民間活力導入（民営化）を検討する保育園】 

   ・（仮称）那須第２保育園（黒田原第２保育園及び千振保育園） 

 

 

２ 施設整備のスケジュール 

   今後の社会情勢等により変更になる可能性はありますが、当計画に基づく施設整

備のスケジュールは、次のとおりです。 

   なお、それぞれの施設整備の際は、実施計画案作成段階から、「那須町子ども・子

育て会議（毎年度開催）」や「施設整備検討委員会（必要により設置）」において、十分

な議論を行って進めてまいります。 
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 （仮称）那須第２保育園 （仮称）那須第４保育園 （仮称）那須第５保育園 

統廃合又は民営 
化対象保育園 

・黒田原第２保育園 
・千振保育園 

・那須高原保育園 
・大同保育園 
・高久保育園 

整備方式等 
公設公営または民設民営 
(新築または増改築) 

民営化（民間移譲） 
民設民営 
（包括転園） 

前
期
計
画 

平成２８年度  民営化ガイドライン作成 統合保育園候補地選定 

平成２９年度 
 

保護者、地域説明会（以降随時） 
民営化ガイドライン策定 

保護者、地域説明会（以降随時） 

平成３０年度  事業者選定委員会設置 事業者選定委員会設置 

令和元年度  運営法人募集、決定 運営法人募集、決定 

令和２年度  事業引継ぎ・事業者との合同保育 
〔実施設計〕 

新園舎建設 

後
期
計
画 

令和３年度  ●民営化保育園運営開始 
事業引継ぎ・事業者との合同保育 

新園舎完成 

令和４年度 
 

 ●民営化保育園運営開始 

令和５年度    

令和６年度    

令和７年度 
 

  

【「別紙３ 保育園運営適正化・整備計画スケジュール」を参照（18 ﾍﾟｰｼﾞ）】 

出生数や就学前児童

数の推移を注視 

出生数や就学前児童数
の推移を踏まえ、運営適
正化の方針を決定 

方針の決定に基づ

き、計画を実施 

黒田原第２保育園と
千振保育園統廃合に
ついては、那須高原
保育園及び大同・高
久保育園（統廃合）民
営化の見通しが立っ
た段階でスケジュー
ルを見直します。 
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令和2年4月現在

H２７～R１ H２７～R１

5年平均 5年平均

1
黒 田 原 第 １ 保 育 園
（ 平 成 ２ ７ 年 ４ 月 新 築 ）

28.4 5年 140 134 125 95.7 89.3 ○ ○ ○ 10 4 3 10 27 7

①保育サービスの拡大 ①保育サービスの更なる充実
②公立の基幹保育園

2 黒 田 原 第 ２ 保 育 園
（ 平 成 ４ 年 １ 月 改 築 ）

43.4 28年 80 68 66 85.0 82.5 ○ ○ 5 3 3 7 18 4

①今後、施設の老朽化
②保育サービス拡大

①今後、施設整備の検討が必要
②保育サービスの提供
③配置バランス、地域性等から運営適正化対
象園

3
伊 王 野 保 育 園
（ 平 成 元 年 ２ 月 改 築 ）
（ 令 和 ２ 年 ３ 月 増 築 ）

33.4 31年 90 68 81 75.6 90.0 ○ 4 2 4 4 14 2

①保育サービスの拡大
②今後、施設の老朽化
　（既存部）

①保育サービスの拡大
　（令和3年4月～乳児保育開始）
②今後、既存部の老朽化が進行することから
施設整備の検討

4 那 須 高 原 保 育 園
（ 平 成 ２ ３ 年 ９ 月 増 改 築）

39.4 8年 90 72 62 80.0 68.9 ○ ○ ○ 9 3 2 10 24 6

①保育サービスの拡大 ①保育サービスの更なる充実を図るため多
様な保育需要から民間活力の導入（令和3年
4月～）

5
千 振 保 育 園
（ 昭 和 ５ ６ 年 ４ 月 新 築 ）

37.4 39年 60 38 44 63.3 73.3 ○ 3 2 2 4 11 1

①施設老朽化
②定員割傾向
③保育サービス拡大

①今後、施設整備の検討が必要
②配置バランス、地域性等から運営適正化対
象園
③保育サービスの拡大

6 大 同 保 育 園
（ 昭 和 ４ ７ 年 ４ 月 新 築 ）

37.4 48年 60 61 59 101.7 98.3 ○ 1 5 4 4 14 2

①施設老朽化
②保育サービス拡大
③慢性的な定員超過

①施設整備
②配置バランス、地域性等から統廃合対象園
③保育サービスの更なる充実を図るため多様な保育
需要から民間活力の導入（令和4年4月～）

7 高 久 保 育 園
（ 昭 和 ５ １ 年 ４ 月 新 築 ）

51.4 44年 60 68 60 113.3 100.0 ○ ○ ○ 2 5 5 10 22 5

①施設老朽化
②保育サービスの拡大
③慢性的な定員超過

①施設整備
②配置バランス、地域性等から統廃合対象園
③保育サービスの更なる充実を図るため多様な保育
需要から民間活力の導入（令和4年4月～）

計 ７ 園 580 509 497 87.8 85.7 3 8 4 - - - - - -

1点

2点

3点

4点

5点

6点

7点

8点

9点

10点

－

－

Ⓒ　R2年度入園率

0～59％

60～79％

80～89％

90～99％

100～120％

－

－

－

－

－

80～89％

90～99％

10～14年

6～9年

1～5年

１事業実施

２事業実施

－

－

３事業実施

－

－

100～120％

－

－

20～24年

15～19年

－

方向概要

すべて未実施

延長
保育

課　題

指標（点数…計30点満点）

合計

指標順位
（課題の
多い順）

ⒸR２年

度入園率

Ⓓ保育

サービス

－

Ⓓ　保育サービス

－

Ⓑ５年平

均入園率

　　　　　 指標の基準
点数

Ⓐ　建築年数 Ⓑ　５年平均入園率

障害児
保育

Ⓐ建築経

過年数

入園状況（各年４月１日）

R２
年度

入園率(％)

0～59％

60～79％

別紙１　　 保育園運営状況に基づく指標及び課題、方向概要

R2年度保育サービス

№ 保育園名
建築
経過
年数 R２

年度

開所
年月
（S）

乳児
保育

(６カ月)

児童数(人)

45～49年

40～44年

35～39年

30～34年

25～29年

定員
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保育園名 定員

黒田原第１保育園 140（137）

 （黒田原第２保育園） ［80（74）］

黒田原第２保育園 80（74）

千振保育園 60（48）

大同保育園 60（65）

高久保育園 60（65）

計
園数

５園 ７園 580（539） 540 ４園 ５園 ５園 １園＋α ２園 １園 ５園 ２園 １園＋α

≪保育園運営適正化方針≫

① 保育園全体の定員は、現在（令和２年４月）の５８０名から、本計画最終年度（令和７年度）においては、約９３％の５４０名に設定します。

② 各保育園定員は、効率性の観点から８０名以上を基本とするが、統廃合や保育園数の見直しに応じて、その都度見直しをする。

③ 保育需要、配置バランス、地域性、施設状況等を考慮した保育園配置を推進する。

④ 保育サービスについては、適正配置後に乳児保育を全園で実施するほか、（仮称）那須第１保育園を町の基幹保育園と位置づけ、一時保育などの新たな保育サービスを開始する。

⑤ より効果的・効率的な保育所運営を行い、かつ多様な保育サービスを柔軟に提供できる民間活力の導入を推進することとし、統廃合のうえ２園の民営化を行う。

⑥ 公立保育園を地域における子育て支援の拠点とし、子育てに関する情報発信の拠点施設として充実を図る。

⑦ 計画の推進にあたっては、保育園利用者を主とする町民に対して説明会を開催し、十分な意見聴取を図りながら協議・検討を行うものとする。

⑧ 統廃合後の保育園園舎・敷地の利用については、地域住民のニーズ等を踏まえ、幅広い視点での有効活用を調査・研究していく。

計　　画
保育園名

民間活
力導入土曜日

１日保育
延長
保育

別紙２　　保育園運営適正化・整備計画

休日
保育

現在の保育園
計画
定員 乳児

保育
障害児
保育

病後児
保育

決定済決定済

決定済

検討

○

○

4
（仮称）

那須第４保育園

新
（R3）

新
（R4）

○90（85）

那須高原保育園 90（65） ○

（仮称）
那須第３保育園

○

5 130

90伊王野保育園

新
（R4）

新
（R4）

○

70

3

○
（仮称）

那須第５保育園
○

○

○

1
（仮称）

那須第１保育園
○150

○100 ○
（仮称）

那須第２保育園

○

一時
保育

新
（R5）

○

（　）はR２年度末児童数
「○」は現在（令和２年４月）の保育園（両方または一方）で実施済み
「新」は（）内の年度を実施目標としていく
「検討」は計画期間中の実施を目標として検討していく

検討

施設
整備

検討

○
新

（R6）
○

検討検討

保　育　サ　ー　ビ　ス

2
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前期計画期間 後期計画期間

№ 保育園名 定員
R２年度
児童数

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

黒田原第１保育園 140名 137名

(黒田原第２保育園) [80名] [74名]

黒 田 原 第 ２保 育園 80名 74名
定員80名

保育サービス拡充

千 振 保 育 園 60名 48名
定員60名

保育サービス拡充

大 同 保 育 園 60名 65名

高 久 保 育 園 60名 65名

580名 539名 ７ 園 ７ 園 ７ 園 ７ 園 ７ 園 ７ 園 ６ 園 ６ 園 ６ 園 ６ 園

・乳児保育（０歳児
保育）開始

合　　計
保育園数

・民営化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの
策定、公表
・保護者等住民
説明会（以降随時）

・運営法人選定
　委員会設置

・運営法人募集、決
定

〔設計〕
〔新園舎建設〕

（仮称）
那須第５保育園

【民営化】
開所　定員１３０名
保育サービス拡充

・民営化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの
策定、公表
・保護者等住民
説明会（以降随時）

・運営法人選定
　委員会設置

5

那 須 高 原 保 育 園 90名 65名4

・引継ぎ、合同保育
〔新園舎建設・完成〕

別紙３　　保育園運営適正化・整備計画スケジュール

（仮称）
那須第３保育園

定員９０名
保育サービス拡充

・定員数は、今後
　随時検討
　（計画定員150名）

1

（仮称）
那須第１保育園

定員140名
保育サービス充実

伊 王 野 保 育 園 90名 85名3

2

那須高原保育園
定員９０名

保育サービス充実

・保育室１室増築 ・ほふく乳児室改修

・運営法人募集、決
定
・引継ぎ

・引継ぎ、合同保育

（仮称）
那須第４保育園

【民営化】
開所　定員７０名

保育サービス充実

出生数や就学前児童数の推移を注視

出生数や就学前児童

数の推移を踏まえ運営

適正化の方針を決定

運営適正化の方針決定に基づき計画を実施
黒田原第２保育園と千振保育園統廃合については、那須高原保育園及び大同・高久保育園（統廃

合）民営化の見通しが立った段階でスケジュールを見直します。



- 19 - 

 

 

 

資 料 編 （目次） 

 

資料１ 就学前児童（０歳～５歳）の推移 ・・・・・・・・・ 20 

資料２ 就学前児童（０歳～５歳）の推移（年齢別） ・・・・・・・・・ 21 

資料３ 保育園児童数、入園率の推移 ・・・・・・・・・ 22 

資料４ 保育園児童数、入園率の推移（合計・グラフ） ・・・・・・・・・ 23 

資料５ 保育園における保育サービス一覧等 ・・・・・・・・・ 24 

資料６ 令和３年度利用者負担額（保育料）基準額表 ・・・・・・・・・ 26 

資料７ 保育園運営状況一覧 ・・・・・・・・・ 27 

  



- 20 - 

 

  

- 2
0
 - 

資料１　就学前児童（０歳～５歳）の推移
（保育園は各年度４月１日、幼稚園は各年度５月１日現在）

児童数 構成比（％） 児童数 構成比（％） 児童数 構成比（％）

保育園在籍児 549 65.9 531 66.6 514 69.6

幼稚園在籍児 87 10.4 81 10.2 63 8.5

家庭在宅児 197 23.6 185 23.2 162 21.9

計（就学前児童） 833 -  797 -  739 -  
※ 保育園在籍児と各保育園児童数の合計は広域入所の関係で一致しない

（人） ○ 期間合計特殊出生率 出典：厚生労働省人口動態調査

年度 平５～９ 平１０～１４ 平１５～１９ 平２０～２４ 平２５～２９

人数 那須町 1.73 1.59 1.48 1.39 1.44

栃木県 1.55 1.46 1.42 1.45 1.46

全国 1.39 1.32 1.34 1.38 1.43

令和２年度

93

250

874

60.8

10.6

28.6

-  

518

87

263

868

59.7

○ 出生数の推移

平成３０年度 令和元年度

児童数 構成比（％） 児童数 構成比（％） 児童数 構成比（％）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

531

10

30.3

-  

令元 令２

528

91

248

867

60.9

10.5

28.6

-  

平２６ 平２７ 平２８ 平２９ 平３０

94 63
住民生活課調べ

令２年度は、4月～12月

130 142 129 106 108

531 518 528 549 531 514 

93 87 91 87 81 
63

250 263 248
197 185 162

874 868 867
833

797 

739

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度（人）

就学前児童の推移（人数）

保育園在籍児 幼稚園在籍児 家庭在宅児 就学前児童
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就学前児童数 132 145 154 431 146 147 150 443 874 -

保育園在籍児 16 70 113 199 106 111 115 332 531 60.8

幼稚園在籍児 0 0 3 3 28 31 31 90 93 10.6

家庭在宅児 116 75 38 229 12 5 4 21 250 28.6

就学前児童数 134 138 147 419 154 142 153 449 868 　　-

保育園在籍児 12 77 92 181 117 106 114 337 518 59.7

幼稚園在籍児 0 0 2 2 25 31 29 85 87 10.0

家庭在宅児 122 61 53 236 12 5 10 27 263 30.3

就学前児童数 126 144 146 416 153 153 145 451 867 　　-

保育園在籍児 17 75 104 196 102 120 110 332 528 60.9

幼稚園在籍児 0 0 0 0 34 28 29 91 91 10.5

家庭在宅児 109 69 42 220 17 5 6 28 248 28.6

就学前児童数 105 130 141 376 149 152 156 457 833 　　-

保育園在籍児 14 90 97 201 111 112 125 348 549 65.9

幼稚園在籍児 0 0 2 2 23 34 28 85 87 10.4

家庭在宅児 91 40 42 173 15 6 3 24 197 23.6

就学前児童数 108 112 137 357 139 146 155 440 797 　　-

保育園在籍児 11 69 110 190 109 117 115 341 531 66.6

幼稚園在籍児 23 24 34 81 81 10.2

家庭在宅児 97 43 27 167 7 5 6 18 185 23.2

就学前児童数 89 116 111 316 139 140 144 423 739 　　-

保育園在籍児 9 75 84 168 119 114 113 346 514 69.6

幼稚園在籍児 0 0 1 1 13 22 27 62 63 8.5

家庭在宅児 80 41 26 147 7 4 4 15 162 21.9

※ 保育園在籍児の数は 4月1日現在、 幼稚園在籍児(認定こども園を含む）の数は 5月1日現在

※ 保育園在籍児と各保育園児童数の合計は広域入所の関係で一致しない

３才

資料２　就学前児童（０～5歳）の推移（年齢別）

　　　　　　　　　　年齢

 年度

就学前児童数
に対する割合

（％）

0才 計1才

平
成
27
年
度

２才 小計 ４才 小計５才

平
成
30
年
度

平
成
29
年
度

平
成
28
年
度

令
和
2
年
度

令
和
元
年
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資料３　保育園児童数、入園率の推移

児童数 入園率 児童数 入園率 児童数 入園率 児童数 入園率 児童数 入園率 児童数 入園率 児童数 入園率 児童数 入園率 児童数 入園率

140 114 95.0 129 107.5 114 95.0 121 86.4 134 95.7 136 97.1 139 99.3 141 100.7 125 89.3

80 80 100.0 85 106.3 74 92.5 71 88.8 67 83.8 61 76.3 73 91.3 67 83.8 66 82.5

60 51 85.0 39 65.0 38 63.3 33 55.0

90 81 81.0 77 77.0 95 95.0 47 52.2 68 75.6 69 76.7 72 80.0 82 91.1 81 90.0

45 42 93.3 38 84.4 32 71.1

90 54 90.0 43 71.7 48 80.0 82 91.1 77 85.6 71 78.9 65 72.2 63 70.0 62 68.9

45 33 73.3 36 80.0 19 42.2

60 36 90.0 44 110.0 37 92.5 34 56.7 34 56.7 35 58.3 43 71.7 42 70.0 44 73.3

60 63 105.0 59 98.3 60 100.0 60 100.0 57 95.0 62 103.3 67 111.7 58 96.7 59 98.3

60 61 101.7 60 100.0 65 108.3 71 118.3 69 115.0 70 116.7 71 118.3 59 98.3 60 100.0

580 615 91.8 610 91.0 582 86.9 519 82.4 506 87.2 504 86.9 530 91.4 512 88.3 497 85.7

※
※
※
※

大谷保育園

千振保育園

大同保育園

高久保育園

合計

伊王野保育園の定員は平成２６年度までは１００名

千振保育園の定員は平成２３年度までは４０名
(那須)高原保育園の定員は平成２３年度までは６０名

黒田原第１保育園の定員は平成２７年度までは１２０名

(那須)高原保育園

　　　　　　　　年度

保育園名

那須保育園

黒田原第１保育園

黒田原第２保育園

芦野保育園

伊王野保育園

現在
の

定員

平成１０年 平成１５年 平成２０年 平成２７年 平成２９年 平成３０年 令和元年度 令和２年平成２８年

各年４月１日現在
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  資料４

615
610

582

519

506
504

530

512

497

450

470

490

510

530

550

570

590

610

630

平成１０年 平成１５年 平成２０年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年度 令和２年

保育園児童数の推移（合計）

各年4月1日現在
（人）

91.8

91.0

86.9

82.4

87.2

86.9

91.4

88.3

85.7

80.0

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

平成１０年 平成１５年 平成２０年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年度 令和２年

保育園の入園率の推移（合計）

各年４月１日現在（％）
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資料５ 
 

（１）保育園における保育サービス一覧                  令和２年４月現在 

保育園名 定員 

開所時間 保育サービス内容 

平日 土曜日 
乳児保育 

（6ヵ月） 
延長保育 

土曜日 

１日保育 

障害児     

保育 

黒田原第１保育園 １４０ ７:３０～１９:００ ７:３０～１８:３０ ○ ○ ○ ○ 

黒田原第２保育園 ８０ ７:３０～１９:００ ７:３０～１８:３０  ○ ○ ○ 

伊 王 野 保 育 園 ９０ ７:３０～１８:３０ ７:３０～１８:３０   ○ ○ 

那須高原保育園 ９０ ７:３０～１９:００ ７:３０～１８:３０ ○ ○ ○ ○ 

千 振 保 育 園 ６０ ７:３０～１８:３０ ７:３０～１８:３０   ○ ○ 

大 同 保 育 園 ６０ ７:３０～１８:３０ ７:３０～１８:３０   ○ ○ 

高 久 保 育 園 ６０ ７:３０～１９:００ ７:３０～１８:３０ ○ ○ ○ ○ 

 

（２）施設の状況                            令和２年４月現在 

保 育 園 名 開所年月 新増改築年月 
建築

年数 

延床面積

（㎡） 
構 造 

敷地面積

（㎡） 

黒田原第１保育園 昭和２８・４ 平成２７・４新築  ５年 １,８９４.６ 鉄骨・平 ７,７３７ 

黒田原第２保育園 昭和４３・４ 平成 ４・１改築 ２８年 ５３７.８１ 鉄骨・平 ３,９３７ 

伊 王 野 保 育 園 昭和３３・４ 
平成 元・２改築 
(令和 ２・３増築) ３１年 ６４３.４９ 木造・平 ４,５３８ 

那 須 高 原 保 育 園 昭和３９・４ 平成２３・９増改築  ８年 ５８３.３３ 木造・平 ６,７１２ 

千 振 保 育 園 昭和３７・４ 昭和５６・４新築 ３９年 ４２２.３８ 鉄骨・平 ２,４１６ 

大 同 保 育 園 昭和３７・４ 昭和４７・４新築 ４８年 ３３７.８６ 木造・平 １,１８４ 

高 久 保 育 園 昭和５１・４ 昭和５１・４新築 ４４年 ３９５.５４ 木造・平 ２,８７７ 

 

（３）保育園の決算状況                       （単位：千円） 

 

年度 
歳 入 歳 出 歳出のうち 

普通建設事業費 
差 引 備  考 

H２７ １１３，８１３ ６１３，００２ ４，３４６ △ ４９４，８４３ ・歳入には、町債は 

 含まない。 

・歳出には、公債費 

 は含まない。 

・差引欄の数値は、 

 [歳入－(歳出－普 

通建設事業費)] 

H２８ ９９，０１２ ６２０，２７６ ５，７１９ △ ５１５，５４５ 

H２９ １００，４６９ ６３４，５２６ ５，０４６ △ ５２９，０１１ 

H３０ １０８，０５９ ６１６，１７７ ８，８０５ △ ４９９，３１３ 

R１ ９７，１８１ ６８６，５７８ ４６，６２４ △ ５４２，７７３ 
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（４）保育園の運営費状況                  

 

年度 

人件費 

（千円） 

物件費 

その他 

（千円） 

普通建設 

事業費 

（千円） 

計 

（千円） 

園児数 

（人） 

児童１人当り経費 

 (月額・円) 

H２７ ４２１，４９２ １８７，１６４ ４，３４６ ６１３，００２ ５４９ ９２，３８９ 

H２８ ４１７，３２８ １９７，２２９ ５，７１９ ６２０，２７６ ５３２ ９６，２６５ 

H２９ ４１２，０５１ ２１７，４２９ ５，０４６ ６３４，５２６ ５５１ ９５，２０３ 

H３０ ３８９，２９２ ２１８，０８０ ８，８０５ ６１６，１７７ ５５４ ９１，３６２ 

R１ ３９１，９６０ ２４７，９９４ ４６，６２４ ６８６，５７８ ５４９ ９７，１３９ 
 
※「児童１人当たり経費」は、普通建設事業費を除く費用を１０月１日現在の園児数で除し算出した月額

経費 

 

（５）職員の配置状況                       各年４月１日現在（人） 

年度 園 長 

(保育士) 
保育士 

臨 時 

保育士 

短時間

保育士 

保育士

合計 

用務員

(  )臨時 

調理員

(  )臨時 

パート

調理員 

職 員 

合 計 

H２７ ８ ４０ ３１ ９ ８８ ８(３) ９(１) ４ １０９ 

H２８ ７ ３９ ３０ ７ ８３ ８(３) ９(１) ５ １０５ 

H２９ ７ ４３ ３２ ９ ９１ ８(４) ９(３) ７ １１５ 

H３０ ７ ４３ ３５ ９ ９４ ８(４) ７(１) ９ １１８ 

H３１ ７ ４４ ３７ １０ ９８ ８(４) ７(１) ８ １２１ 

R２ ７ ４４ ４７ ８ １０６ ８(３) ６(１) ９ １２９ 
 
※ 臨時保育士には、保育士補助（保育士資格を有しない者）を含む。 

※ 短時間保育士とは、週休対応の保育士をいう。 
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【保育認定（２号・３号）】 [保育園]

標準時間 短時間

利用者
負担額

利用者
負担額

利用者
負担額

副食費
利用者
負担額

副食費
利用者
負担額

副食費
利用者
負担額

副食費

１ 生活保護世帯 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

１４,０００円 １３,０００円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

７,０００円 ６,５００円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

第１子 ５,０００円 ５,０００円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

第２子 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

２４,０００円 ２３,０００円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

１２,０００円 １１,５００円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

第１子 ５,０００円 ５,０００円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

第２子 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

２４,０００円 ２３,０００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円

１２,０００円 １１,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円

３２,０００円 ３１,０００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円

１６,０００円 １５,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円

３５,０００円 ３４,０００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円

１７,５００円 １７,０００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円

３８,０００円 ３７,０００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円

１９,０００円 １８,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円

４１,０００円 ４０,０００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円

２０,５００円 ２０,０００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円 ０円 ４,５００円

1

2

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

資料６

副食費（おかず・おやつ代）の免除について
年収３６０万円未満相当世帯（4a階層以下）および全ての世帯の第３子以降の児童は副食費（おかず・おやつ代）が免除されます。

「第３子以降３歳未満児保育料免除事業」について
町では、３人以上の児童を育てている世帯に対し、第３子以降の３歳未満児の保育料を免除する事業を実施しています。免除を受ける場合は申請
書の提出が必要となります。

利用者負担額（月額）

３歳未満

令和３年度　利用者負担額（保育料）・副食費基準額表

４ａ
市町村民税
所得割課税額
７７,１０１円未満

－

第１子

第２子

第１子

第２子

第１子

第１子

階層区分

８

短時間

第２子

第１子

第２子

第１子

児童区分

第２子

第１子

第２子

児童区分は、小学校就学前において、同一世帯から保育園、認定こども園、幼稚園に通う子どもが２人以上いる場合、最年長の子どもが第１子(全
額)、２人目の子どもが第２子(半額)、３人目以降は０円となります。

市町村民税所得割課税額は、住宅借入金等特別控除、配当控除、寄付金控除等の税額控除(調整控除を除く。)を控除する前の金額になります。

７
市町村民税
所得割課税額
３９７,０００円未満

２

階層区分は、原則として児童の父母の市町村民税所得割課税額の合計額により決まります。ただし、父母以外の世帯員(祖父母等)が家計の中心
者である場合は、家計の中心者の市町村民税所得割課税額も合計額に含みます。

第２子

市町村民税
所得割課税額
３０１,０００円未満

利用者負担額の決め方

３
市町村民税
所得割課税額
４８,６００円未満

５

６

市町村民税
非課税世帯

ひとり親
世帯等

４ｂ

幼児教育・保育の無償化に伴い、３歳から５歳までの全ての利用者負担額（保育料）が無償となります。また、０歳から２歳までの児童は、住民税非
課税世帯を対象として無償となります。

ひとり親世帯等とは、母子・父子家庭の世帯、障がい者（児）のいる世帯をいいます。
３歳未満の利用者負担額（保育料）には、副食費が含まれています。

３歳

標準時間 短時間

４歳以上

標準時間

利用者負担額の切り替え時期は４月と９月の年２回となります。
・４～８月　前年度の市町村民税額に基づく保育料。
・９～３月　当年度の市町村民税額に基づく保育料。

第１子

市町村民税
所得割課税額
９７,０００円未満

市町村民税
所得割課税額
１６９,０００円未満

第２子

ひとり親世帯等のうち市町村民税所得割額が７７,１０１円未満の世帯、ひとり親世帯等以外の世帯のうち市町村民税所得割額が５７,７００未満の世
帯については、子どもの年齢に関わらず、生計を一にしている子どものうち最年長の子どもから順にカウントします。

ひとり親
世帯等

ひとり親世帯等

市町村民税
所得割課税額
３９７,０００円以上
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令和2年4月現在

H27～H31 H27～H31 20年 21～ 31年
5年平均 5年平均 以内 30年 超え

1 黒田原第１保育園 28.4 H27.4 5年 140 134 125 95.7 89.3 ○ ○ ○ 12 14 ○ □

2 黒田原第２保育園 43.4 H4.1 28年 80 68 66 85.0 82.5 ○ ○ 8 7 △ △

①児童数定員割れ
②今後、施設老朽化
③進入路、駐車場が狭い

3 伊 王 野 保 育 園 33.4 H1.2 31年 90 68 81 75.6 90.0 ○ 7 8 ○ ×

（令和2年3月 保育室増築）
①今後、既存施設の老朽化

4 那 須 高 原 保 育園 39.4 H23.9 8年 90 72 62 80.0 68.9 ○ ○ ○ 7 7 △ □

①借地
②休日保育の要望あり

5 千 振 保 育 園 37.4 S56.4 39年 60 38 44 63.3 73.3 ○ 5 5 △ ×

①児童数定員割れ
②施設老朽化

6 大 同 保 育 園 37.4 S47.4 48年 60 61 59 101.7 98.3 ○ 6 7 ◎ ×

①慢性的な定員超過
②施設老朽化

7 高 久 保 育 園 51.4 S51.4 44年 60 68 60 113.3 100.0 ○ ○ 6 7 ◎ ×

①慢性的な定員超過
②施設老朽化
③駐車場が狭い

計 ７ 園 580 509 497 87.8 85.7 3 7 3 51 55 2 3 2 2 2 3

保育園名
建築
年数

保育士（R2.4）R2年度保育サービス

乳児
保育

(6カ月)

職員
会計年
度任用
職員

障害児
保育

開所
年月
（S）

入園状況（各年4月1日）

延長
保育

資料７　保育園運営状況一覧

新増
改築
年月

№

運　　　　営　　　　状　　　　況

定員
児童数 入園率(％）

R2
年度

R2
年度

その他

概　　　　　　況

施設年数

超過並

児童数（定員）

割


